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第 1 章：問題 

COVID-19 の影響から，テレワークは全国で普及率しており, （国土交通省，2024），新し

い働き方の形態として定着していると言える。テレワークには通勤負担の軽減をはじめとした

メリットもあるが, コミュニケーションがとりづらいといったデメリットもある（国土交通省，

2024）。リモート環境では, 業務に関する重要なやり取りで, 細かいニュアンスが伝わらず誤解

が生じるミスコミュニケーションが起こる（大内, 2021）。また, 日本人特有の「察する」とい

ったコミュニケーションはテレワークでは難しい。そのため, 特に, 上司・部下関係において

は, コミュニケーションをリーダーシップの視点で検討する必要があるのではないだろうか。

上司がどのようなリーダーシップをとることで, 部下がどのような影響を受けるのかを明らか

にすることは重要だと考えられる。労働者にとって名称からも直観的に理解しやすいリーダー

シップを含む, 多面的なリーダーシップの測定尺度が必要であると考えられる。 

 

第 2 章：目的 

部下が上司のリーダーシップを多面的に評価する尺度を作成することを目的とする。また, 

測定されたそれぞれのリーダーシップ得点と, 部下である労働者の精神症状, ワーク・エンゲ

イジメント, 離職意思との関連性を検討する。以下に本研究の仮説を示す。 

仮説 1： 上司のリーダーシップを想定して作成した質問紙から, リーダーシップを「専制型 L」 

「放任型 L」「サーバント型 L」「変革型 L」「共感型 L」の 5 つに大別できる。 

仮説 2： 上司が「専制型 L」または「放任型 L」リーダーシップをとっていると認識されてい 

る場合, 部下である労働者の精神症状や離職意思は高く, ワーク・エンゲイジメント 

は低くなる。 

仮説 3： 上司が「サーバント型 L」や「変革型 L」, 「共感型 L」をとっていると認識されて 

いる場合, 部下である労働者の精神症状や離職意思は低く, ワーク・エンゲイジメン 

トは高くなる。 

 

第 3 章：方法  

桜美林大学研究活動倫理委員会の承承認（承認番号 24039）後, Web 調査会社に調査業務を

委託し, Web 上のアンケート調査を行った。対象者は, 日本全国に居住する 22 歳から 64 歳の

企業従業員で, テレワーク頻度によって 3 分類し, 各群 200 名, 合計 600 名とした。調査は多

面的リーダーシップ尺度（試作版）, 精神症状尺度, ワーク・エンゲイジメント尺度, 離職意思

測定尺度, デモグラフィック変数, テレワーク状況に関する質問を行った。分析は, 統計分析

ソフト IBM SPSS Statistics および IBM SPSS Amos を用いた。 

 

第４章：結果 

上司のリーダーシップについて, まず, 探索的因子分析を行った。方法は最尤法, 斜交解, プ

ロマックス回転で行ったが, 解釈可能な結果が得られなかった。そこで, 想定していた 5 つの

リーダーシップ型について, 確証的因子分析を行った。その結果から, 第１因子を「変革型 L」, 

第２因子を「サーバント型 L」, 第３因子を「共感型 L」, 第４因子を「専制型 L」, 第５因子

を「放任型 L」と命名した。モデルの適合度指標は GFI = 0.928, AGFI = 0.892, RMSEA = 0.076

となった。AGFI と RMSEA はモデルとして評価できる基準を満たさなかったが, 各因子の項
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目の意味内容を考慮してこの結果を採択した。 

各尺度の相関分析を行った結果, 「専制型 L」と「放任型 L」は中程度の正の相関がみられ

た。「サーバント型 L」「変革型 L」「共感型 L」は高い正の相関がみられた。「専制型 L」は「精

神症状」「離職意思」と低い正の相関がみられた。「放任型 L」は「精神症状」「離職意思」とほ

ぼ無相関であった。「ワーク・エンゲイジメント」はどちらのリーダーシップともほぼ無相関で

あった。「サーバント型 L」「変革型 L」「共感型 L」は「精神症状」（変革型 L を除く）, 「離

職意思」と低い負の相関がみられ, 「ワーク・エンゲイジメント」と低い正の相関がみられた。 

テレワーク頻度, 上司のリーダーシップ（専制型 L, 放任型 L, サーバント型 L, 変革型 L, 共

感型 L）, テレワーク頻度と上司のリーダーシップの交互作用を説明変数, 部下の精神症状, ワ

ーク・エンゲイジメント, 離職意思を目的変数とした階層的重回帰分析を行った。その結果, 精

神症状を目的変数とした場合に, テレワーク頻度と上司の「共感型 L」の交互作用がみられた。 

 

第 5 章：考察 

上司のリーダーシップについて, はじめに探索的因子分析を 2 因子から 5 因子で行った結果, 

いずれの分析においても, 「専制型 L」を中心とした第 1 因子ができあがった。このことから, 

「専制型 L」と他のリーダーシップの意味内容を考慮すると, リーダーシップが意味内容では

なく, 肯定的内容と否定的内容で二分された可能性が考えられた。また，この結果は, 部下が

上司のリーダーシップを評価する時は，内容的に細かく弁別して評価するわけではなく，上司

に対する好悪や良し悪しといった大まかな基準で評価している可能性が考えられた。 

次に, 確証的因子分析を行った結果「サーバント型 L」, 「変革型 L」, 「共感型 L」は高い

正の相関が, 「専制型 L」と「放任型 L」は高い正の相関があった。また, 「放任型 L」のまと

まりは相関が中程度であったが, リーダーシップを多面的に評価するために採用した。したが

って, 探索的因子分析では仮説 1 は支持されなかったが, 確証的因子分析では支持された。 

上司が「専制型 L」であると認識されると, 部下は精神的な不調や, 離職を考えるようにな

ると解釈できた。また, 否定的なリーダーシップだと考えられていた「放任型 L」が, テレワー

ク環境下では負の影響を与えないことが示唆された。したがって, 仮説 2 は一部支持された。 

上司が「サーバント型 L」「変革型 L」「共感型 L」と認識されているとき, 部下は精神的に健

康になり, 仕事に対する活力や熱意が高まり, 没頭も感じるようになり, 離職は考えない傾向

があると考えられた。したがって, 仮説 3 はおおむね支持された。この結果から, テレワーク

におけるコミュニケーションの問題を克服することができる関わり方の可能性が示唆された。 

階層的重回帰分析の結果からは, テレワーク頻度が高いほど, 上司が「共感的 L」と認識さ

れることで, 部下の精神症状が低くなる可能性が考えられ, テレワークにおける上司の部下へ

の関わり方が示唆された。 

 

第６章：まとめ 

仮説の検証から, 本研究においては, テレワークにおける上司の適切なリーダーシップは

「サーバント型 L」「変革型 L」「共感型 L」の 3 つであり, 特に「共感型 L」を意識したうえで

テレワークを行うことが, 部下である労働者の精神的健康とより良い職場環境につながると考

えられた。最後に, 本調査の限界として, 対象者の属性の偏りがあったことと, リーダーシッ

プ評価において好悪の影響があった可能性が挙げられた。
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